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① これまでの取組 

松山市人材育成基本方針 

（１） メインステージでの取組 

◆ 職場内研修（OJT）の推進 

・ 各職場で所属長を中心に業務上必要な能力や専門的知識の習得を目的に研修を実施 

・ コンプライアンス推進員を中心に、指導員の指導を受けながら公務員としての倫理観を

養う研修等を定期的に実施 

 

◆ 部局内研修の推進 

・ 市民と直接接する機会の多い部局で「窓口業務接遇研修」を積極的に実施 

・ 松山３Ｃプロジェクトの提案を基に「職務対応能力向上運動」を行い、全部局で問題・失

敗を二度と繰り返さないための業務対応マニュアルを毎年取りまとめるなどの業務管

理を推進 

 

（２） バックアップのための取組 

◆ 組織体制・職場風土の改革 

・ 事務処理の効率化・迅速化のため、職務権限規則の見直しによる上位職から下位職へ

の権限移譲を適宜実施 

・ 療養休暇等を取得した職員に対し、管理監督者、専門医、健康管理担当者等が連携し、

個々の状況に応じたケアで職場復帰を支援 

 

◆ 総合的な人事制度 

・ 人物重視の採用を行うため、集団面接や集団討論、口述試験といった試験科目の設定、

民間企業の試験官の登用や受験資格年齢の引上げを実施 

・ 高度な専門知識や経験を有する社会人採用の導入と職種の拡大 

・ 職員のやる気を引き出す施策として、自己申告制度やジョブ・リクエスト制度を実施 

・ チャレンジ精神のある職員の意欲と資質に応えるため、平成１１年度から課長級昇任試

験、平成１３年度からは主査昇任試験を導入 

・ 職員として身につけるべき基礎能力を養成するため、採用後一定期間内に異なる３分

野の業務を計画的に経験させるジョブローテーションを実施 

 

◆ 職場外研修・自己啓発の支援 

・ 各階層に求められる役割や能力を意識し、公務員としての使命感を自覚しながら職務

遂行できる職員を育成するため、新規採用、採用２年目・３年目職員、主任・主査・副主

幹・主幹・課長の各階層別に研修を実施 

・ ステップアップのための能力開発として、職員自らが主体的・計画的に研修への参加が

できるよう、選択制研修のカリキュラム内容を充実 
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松山市行政改革プラン 2012 

◆ 業務執行体制の整備 

・ 定員管理では、平成１７年１月の合併前の旧松山市の職員数（３，３０９人）以下を目標と

し、平成２７年４月時点で３，３０７人（教育長除く。）、人口千人当たりの職員数６．４人で、

中核市トップクラスのスリム化を実現 

・ ５つの外郭団体の公益法人化や平成２４年度の福祉総合窓口の開設など、市民の利便

性や実情に合わせた組織機構の再編・見直しを実施 

 

◆ 職員の意識改革・人材育成 

・ 窓口業務に携わる職員や昇任した職員を対象とした接遇向上研修や公務員倫理、公営

企業局での技術研修を実施 

・ 職員のやる気、自由な発想を引き出そうとする「職員提案制度」等を継続して実施 

・ 職員の協働意識を醸成するため、市民活動体験研修の実施や他機関の研修への積極的

な参加を促進 

 

◆ 県・市町との連携 

・ 知事と県内２０市町の長で組織された「県・市町連携推進本部」を中心に、二重行政の解

消や住民サービス向上に向けた施策を創出 

・ 工事等入札システムの共同利用や中四国初の運用となる常駐型救急ワークステーショ

ンなど多くの新規施策が実現し、「オール愛媛」の取組みが定着 

 

◆ 適正な公共調達への取組強化 

・ 社会情勢や国、県からの方針等を参考に、最低制限価格及び低入札価格調査基準価格

の算定方法を改正し、ダンピング受注（過度な安値）の防止と公共工事の品質確保を図

るとともに、公正で健全な競争環境を構築 

 

◆ 民間との役割分担 

・ 指定管理者制度は、平成１８年度以降、積極的に導入を推進し、平成２４年度以降、城山

公園堀之内地区などで導入 

民間委託は、平成２４年度以降、学校給食共同調理場調理業務で３つの新規を含む７施

設、保育所運営業務で２つの新規を含む１０施設※、鹿島渡船運営業務などで導入 

※令和６年１２月時点 保育所運営の民間委託９施設 

・ 小中学校のエアコン整備事業では、本市初となるＰＦＩ方式を導入 

 

◆ 市民の利便性向上 

・ 第３次一括法に基づく義務付け・枠付けの見直しで８本の条例を制定し、うち４本で独自

基準を設定 

・ 新たに始まった地方分権改革に関する提案募集制度へ提案し、１件で政令改正が実現 
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・ 市有施設の有効活用のため、現況を取りまとめた「施設白書」や今後の方向性を示した

「公共施設マネジメント基本方針」等の作成、検討組織の設置等総合的な公共施設マネ

ジメントの推進に向けた体制を整備 

・ 市税等１２科目の公金支払いにコンビニ収納を開始 

 

◆ 徹底した業務改善 

・ 事務事業評価は、抽出型から全事業対象方式（一部評価に適さない事業を除く。）に見

直し、ホームページで公表 

・ 電算システムの調達では、総合評価落札方式による一般競争入札を実施し、調達コスト

で約１２億円の削減、年間システム運用経費で計画以上の成果を実現 

 

◆ より健全な財政運営の推進 

・ 「健全な財政運営のガイドライン」の数値目標をすべてクリアするとともに、市税等も電

話催告、戸別訪問による納付指導等の取組により高い徴収率を維持 

・ 広告料収入の安定確保や基金の安定的で高利回りの運用、職員給与や特殊勤務手当の

適正化、使用料・手数料等の見直し、公共事業の設計 VE 審査の実施、公営企業の経営

健全化の取組等 

 

◆ 市民協働の推進 

・ まちづくり協議会は、準備会を含めて２０地区で設立※され、一定の裁量も持つことで、

自己決定や自己責任によるまちづくりが進展 

※令和 6 年 6 月 1 日現在 ３３地区 ３１協議会が設立  

・ 自主防災組織は、大学等との連携で公開講座等を実施するなど活動を支援 

 

◆ 市民参加の仕組みづくり 

・ 「市長と話そうタウンミーティング」は、平成２３年から平成２６年の４年間に全４１地区を

２巡し、参加者は５，６５９人、意見は１，２６３件で道路や公園の整備、地域資源の活用、

防災、学校関連等市民生活に直結する内容が多く、可能なものから迅速に対応 

・ 平成２７年２月からは、新たに世代別や職業別のタウンミーティングを開始 

・ 幅広い世代からの政策提言を受ける「笑顔のまつやまわがまち工房」や市民との意見交

換を行う「笑顔のまつやままちかど講座」、市政への意見や提言を受け付ける「市長への

わがまちメール」等も継続して実施 

 

◆ 市民との信頼の確立 

・ 行政手続の充実のため、約７００件の許認可等の内容や標準処理期間を明らかにし、市

ホームページに公表 

・ 市民意見公募手続（パブリックコメント）を積極的に実施※ 

※平成２４年度から平成２７年度まで 

実施件数：１１3 件、総意見者数：161（個人と団体の計）、提出意見数：４75 件 
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◆ 松山の情報発信 

・ 平成２４年度策定の「都市ブランド戦略プラン」に基づき、ブランドメッセージやオリジナ

ルアニメーションの制作、様々な媒体を活用したシティプロモーションを展開 

 

人材育成・行政経営改革方針（第１～３次実行計画） 

（１） ひとの改革 

◆ 職員モラルの徹底 

・ 職員全員が常に高い倫理意識を持って職務を遂行するよう、コンプライアンスや倫理に

関して職員全員に対して繰り返し意識啓発を行うとともに、倫理研修を定期的に実施 

 

◆ 職場でのスキルアップ、新規採用職員の育成 

・ 職場外研修を受講後、研修内容を生かした業務遂行の目標を設定し、その達成度を確

認する仕組みを導入 

・ 所属長、リーダー、インストラクターが段階的に新規採用職員の育成状況を把握し、所属

が一体となって計画的に新規採用職員を指導・育成できる体制を推進 

 

◆ 職場風土の改善 

・ 平成２４年度から導入している「Good Job Smile Card」※は、配布枚数が増え続け、

褒める文化が浸透し、やる気を引き出す職場風土を醸成 

※職員全体の意欲を引き出し、コミュニーション及びモチベーションの向上を目的に導入 

 

◆ 勤務環境の充実 

・ 「松山市特定事業主行動計画」に基づき勤務環境の改善や仕事と生活の両立支援を推

進し、性別や世代を問わず、全ての職員が働きやすい職場づくりを推進 

・ ライフスタイルに合わせた柔軟な働き方ができるよう、テレワークを導入 

 

（２） 仕事の改革 

◆ 事務事業、庁内業務の改善 

・ 事業の「スクラップ アンド ビルド」「選択と集中」による健全な財政運営と業務効率化

のため、事務事業の廃止・縮小等の検討手法を適宜見直し、平成２８～令和５年度まで

の８年間で２９２事業・約２４億円の一般財源を捻出 

 

◆ 新たな財源の確保 

・ ふるさと納税は、認知度が高く効果的なふるさと納税受付サイトの増加や、営業力を生

かした返礼品提供事業者との連携等に取り組み、令和５年度の寄付金額が約１８億７千

万円で、前年度比１９２％を達成 
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◆ 積極的な IT の活用 

・ 市民の利便性向上と業務の効率化のため、Web 会議システムの導入、テレワーク環境

の整備、AI・RPA の導入など、システム機器の導入やデジタル技術の活用を推進 

 

◆ 自主防災組織等との協働 

・ 自主防災組織をはじめ様々な組織を対象に、分科会やシンポジウムなど研修会を開催

し、防災学習機会を提供 

・ 全ての世代や職域で防災リーダーを育成するため、「ジュニア防災リーダークラブ」「防

災リーダークラブ」の登録※を促進。 

※令和 5 年度時点の実登録者数：ジュニア防災リーダークラブ 178 人 防災リーダークラブ 64 人 

 

（３） 組織の改革 

◆ 上下水道組織を統合 

・ 財務や会計、料金事務等の類似業務を行う部門の再編や窓口業務の一元化など、より

一層の合理化を進めるため、令和３年４月に上下水道組織を統合 

 

◆ 危機管理体制の強化 

・ 大規模災害時に行政の人、物、情報等の資源が制約を受けた場合でも、市の業務を的確

に実施できるよう、「松山市業務継続計画【Business Continuity Plan（BCP）】」を

平成 29 年 3 月に策定し、随時見直しを実施 

 

◆ 女性職員の育成と登用 

・ 女性職員が様々な部署で管理職を担う体制を確立するため、多様な行政分野を経験で

きるよう、人事異動で計画的な職員配置を実施 

・ 管理職を目指す女性職員を育成し、管理職に占める女性職員の割合を高める※ため、キ

ャリアデザイン研修の開催などキャリアアップを支援 

※令和 5 年度実績 女性管理職の割合：11.2％（消防局を含んだ数値９．２％） 

女性職員の活躍の推進に関する行動計画の目標値：12％以上 

 

◆ 採用試験制度の見直し 

・ 公務員を志望する者が減少する中、採用予定数を確保するため、採用試験の合格発表

までの期間短縮、事務職の年齢要件の見直し、技術職の第 1 次試験でのテストセンター

導入など、民間との併願や受験のしやすさ、社会人経験に見合った試験区分へ見直し 
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② 人口 

 

③ 職員数（定員管理） 

  

図表２ 松山市及び全国市町村（指定都市除く）の職員数の推移 

出典：総務省 定員管理調査 

（注）人口の展望の推計値は、「地方版総合戦略の策定等に向けた人口動向分析・将来人口推計の手引き（令和 6 年 6 月版）」

に基づき、基準値を 2020 年国勢調査 51.1 万人として松山市独自で推計しています。 

赤色実線：以下の条件で算出した推計値（現状ベースの推計値） 

【    】 ・合計特殊出生率が「人口動態統計」（松山市保健所）の 2018 年から 2022 年の平均値 

【】     ・純移動率が 2021 年 10 月 1 日時点と 2023 年 10 月 1 日時点の住民基本台帳登録者数から算出した値 

青色実線：以下を見込んだ場合の推計値 

【    】 ・合計特殊出生率が 2060 年に 2.07、社会増減が 2025 年以降均衡 

図表 1 松山市の人口の展望 

（年度） 
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図表３ 中核市人口１万人当たり職員数（普通会計）一覧 

出典：総務省 類似団体別職員数の状況、地方公務員の臨時・非常勤職員に関する調査 



 

8 

 

 

④ 職員数（採用・退職） 

 

 

 

 

 

一般行政部門
2013年
職員数(a)

減少率(%)

（試算）※ (b)

2040年
職員数（試算）
(c)=(a)×(b)

差分（人）
(d)=(c)-(a)

【参考】
人口減少率(%)

都道府県 5,631 ▲ 5.4 5,328 ▲ 303 ▲ 16.4

指定都市 4,600 ▲ 9.1 4,181 ▲ 419 ▲ 9.2

中核市・施行時特例市 1,205 ▲ 13.9 1,038 ▲ 168 ▲ 15.0

一般市（人口10万人以上） 616 ▲ 13.4 534 ▲ 82 ▲ 16.7

一般市（人口10万人未満） 286 ▲ 17.0 237 ▲ 48 ▲ 23.5

特別区 1,423 ▲ 4.5 1,359 ▲ 64 ▲ 6.4

町村（人口1万人以上） 122 ▲ 13.8 105 ▲ 17 ▲ 23.3

町村（人口1万人未満） 62 ▲ 24.2 47 ▲ 15 ▲ 37.0

（参考） 定員回帰指標による定員数の粗い試算（規模別平均） 

※「定員回帰指標」は、人口と面積のみを説明変数として、実職員数との多重回帰分析により職員数を参考指標 

として表すもの。今回の試算は、各団体の 2013 年人口（住基人口）と 2040 年の人口（推計値）を用いて、それ

ぞれの職員数（参考値）から想定減少率（表中（ｂ））を算出したもの。人口規模別に平均を掲載。 

※定員回帰指標は、都道府県は平成 22 年度、指定都市、中核市、施行時特例市は平成 23 年度、 

その他の市区町村は平成 24 年度に作成 

出典：自治体戦略 2040 年構想研究会第一次報告から抜粋引用 

図表４ 事務職及び技術職の採用試験の状況 

申込者
採用者

／予定数 申込者
採用者

／予定数 申込者
採用者

／予定数 申込者
採用者

／予定数 申込者
採用者

／予定数 申込者
採用者

／予定数

1,158 53 / 57 665 42 / 45 647 53 / 52 503  32 / 26 472 43 / 45 415 58 / 65

145 17 / 27 66 9 / 22 39 5 / 27 57 12 / 26 47 15 / 25 32 13 / 29

土木 85 7 / 10 37 3 / 12 28 3 / 18 34 4 / 18 29 11 / 18 19 9 / 20

建築 18 6 / 7 8 2 / 4 2 1 / 4 13 5 / 5 7 1 / 3 4 2 / 4

電気 21 2 / 4 13 3 / 2 6 1 / 2 4 2 / 1 6 2 / 2 4 1 / 3

機械 21 2 / 6 8 1 / 4 3 0 / 3 6 1 / 2 5 1 / 2 5 1 / 2

事務職

技術職

（

内

訳

）

R1 R2 R3 R4 R5H26

職員数 職員数 職員数 職員数 職員数

計 3,166 25 ( 0.8% ) 3,159 26 ( 0.8% ) 3,146 32 ( 1.0% ) 3,149 50 ( 1.6% ) 3,138 46 ( 1.5% )

50歳代 793 9 ( 1.1% ) 806 6 ( 0.7% ) 851 12 ( 1.4% ) 901 14 ( 1.6% ) 957 19 ( 2.0% )

40歳代 1,093 7 ( 0.6% ) 1,080 12 ( 1.1% ) 1,034 4 ( 0.4% ) 1,009 9 ( 0.9% ) 957 6 ( 0.6% )

30歳代 801 2 ( 0.2% ) 793 4 ( 0.5% ) 785 5 ( 0.6% ) 780 16 ( 2.1% ) 762 14 ( 1.8% )

20歳代 479 7 ( 1.5% ) 480 4 ( 0.8% ) 476 11 ( 2.3% ) 459 11 ( 2.4% ) 462 7 ( 1.5% )

離職者（離職率） 離職者（離職率） 離職者（離職率） 離職者（離職率） 離職者（離職率）

R1 R2 R3 R4 R5

図表５ 本市の離職者数と離職率 
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図表６ 今後の退職者数の見込み 

（注１） 職員数は、令和 6 年 4 月 1 日現在の一般職員とし、任期付職員及び会計年度任用職員を含まない。 

（注２） 退職は、年齢基準（65 歳）のみとし、自己都合退職を考慮しない。なお、定年延長制度の完了を迎える 

令和 13 年度までは再任用職員の退職者数を記載。 

図表７ 職種別の年代別職員数（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

（注１） 職員は、一般職員で、任期付職員及び会計年度任用職員を含まない。 

（注２） 各職の主な人事職種は、以下のとおり。 

事務職：事務、学芸員、幼稚園教諭、司書  

技術職：土木、建築、電気、機械、化学、生物、農業、医師、保健師、看護師、栄養士、保育士  

技能・労務職：作業員、給食調理員、用務員、自動車運転士  
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⑤ 職場環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 8 現在の仕事に対する満足度（左図）とやりがい（右図） 

（注１） 上記は、R5 年度の職員調査で回答のあった職員 n=2,130 の結果をもとに作成 

（注２） 上記図の「回答無」は、質問への回答が未記載であった職員数 

図表 9 育児休業の取得者数（左軸）と取得率（右軸） 

（年度） 
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⑥ 財政 

 

 

図表１１ 財源別・経費別の推移 

（注１） 自主財源：市税、使用料及び手数料、分担金、その他 

依存財源：国庫支出金、県支出金、地方交付税、市債、地方譲与税、その他 

（注２） 投資的経費：普通建設事業費、災害復旧費  義務的経費：人件費、扶助費、公債費 

その他の経費：物件費、維持補修費、補助費等、繰出金、積立金・出資金、貸付金 

図表１０ 歳入・歳出の内訳 

（年度） 
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⑦ 公共施設マネジメント 

図表１２ 基金残高（左軸）と財政調整基金比率（右軸）の推移 

図表１３ 公共施設の将来コスト試算（一般会計） 

（年度） 


